『平成２４年経済センサス活動調査』にご協力ください。
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平成２４年２月、すべての事業所・企業を対象とする経済センサス活動調査が行われます。
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経済センサスとは

この調査は、日本の全産業分野における事業所及び企業
の経済活動の状況を全国的及び地域別に明らかにすると
ともに、各種統計調査の基礎となる情報の整備を図るこ
とを目的とし、「経済の国勢調査」とも言われる非常に重
要な統計調査です。

調査の法的根拠

統計法（平成１９年法律第５３号）に基づく基幹統計調査として実施します。
調査の期日

　平成２４年２月１日現在で実施します。

調査対象
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　全国すべての事業所・企業が対象となります。

· ただし、農林漁業に属する個人経営の事業所、
家事サービス業及び外国公務に属する事業所は
除きます。 

調査方法
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　　　　　　　　　　　　調査は、「調査員による調査」と、「国、都道府県
及び市による調査」のいずれかの方法で行います。
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調査項目

　経営組織、事業所の開設時期、従業者数、
事業所の主な事業内容、売上及び費用の金額、
事業別売上金額などを記入していただきます。

調査に答える義務と秘密の保護

　　統計法では、基幹統計調査を受ける人には報告の義務を、また、調査を行う国、地方公共団体、調査員などの調査関係者に対しては、調査内容を他に漏らしたり、調査票を統計作成以外の目的に使用することを禁じ、これに反した場合の罰則を定めています。
なお、調査票にご記入いただいた内容は、統計作成の目的以外に使用することは一切ありません。
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結果の利用

調査の結果は、次のような各種の行政資料などに広く利用される予定です。
・各種法令に基づく利用

　　地方消費税の清算及び市町村への交付の際の算定基準

・行政上の施策への利用

　　経済政策、環境政策、雇用政策、中小企業政策などの各種政策の基礎資料

・地方公共団体における利用

　　産業振興政策、交通計画策定、経営改善指導などの基礎資料
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・経済指標への活用

　　ＧＤＰや各種指数等の基礎資料

・民間企業、各種団体での利用

　　経営計画、出店計画などの基礎資料
詳しくは、統計局ホームページ経済センサス総合ガイドをご覧ください。

　　

お問合せ　筑西市役所 企画課　内線４８４・４８９
